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１．はじめに 

 

今月のニュースの中では、食料品製造業者の有償支給・無償支給に係る消費税の取扱いに係る国税

庁文書回答事例（3 ページの黄色マーカー参照）が、消費税の軽減税率を考えるうえで面白いのではな

いかと考えます。是非ご参照ください。 

 

本題に入る前に、法人のお客様には直接の関係はありませんが、平成 30年度の所得税確定申告に

あたり、給与所得者の皆様にもご留意いただきたい代表的な項目を再確認したいと考えます。ふるさと納税

などに伴い確定申告をされる方も多いかと考えますので、さっと目を通して頂ければ幸いです。 

 

①給与所得から控除できる「特定支出控除」について 

 

下記に掲げる特定支出額（勤務先から補填される部分のうち、通勤手当など非課税とされる分を除

く）のうち、給与所得控除額の 1/2 を超える部分を控除できます。 

・通勤費 

・転任に伴う引越費用 

・職務に直接必要な資格の取得費用 

・単身赴任者の帰省往復旅費（1月に 4往復を限度） 

・職務に関連する書籍等及び制服等を購入するための支出 

・得意先等の接待や贈答のための支出 
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②医療費控除について 

 

従前より、10万円（もしくは課税標準合計の 5%）を超える医療費を所得控除できましたが、平成

29年度からは「特定一般用医薬品等購入費の医療費控除の特例」（租税特別措置法 41 の 17 の

2）が設けられました。いわゆる「セルフメディケーション税制」と言われるものです。 

これは、人間ドックやインフルエンザの予防接種を受けるなどの健康保持や疾病予防に対する一定の取り

組みを行うことを要件に、12,000円を超える「特定一般用医薬品等」の購入費を所得控除できるもの

です。 

 

このセルフメディケーション税制は、従前の医療費控除との選択適用となっており、納税者にとってどちらか

有利な方を選択することができます。 

 

セルフメディケーション税制の対象となる「特定一般用医薬品等」には、薬局等のレシート上、★印や※

印が付されるなど明示されていますので、判断に迷うことはないと思われます。 

 

また、医師や歯科医師の処方箋によらずに薬局等で購入した医薬品のうち、セルフメディケーション税制

の対象とならない医薬品についても、治療・療養に必要なものであれば通常の医療費控除の対象となり

ます。ただし、うがい薬など予防のための医薬品については医療費控除の対象とはなりません。 

 

処方箋によらずに薬局等で購入した医薬品についてまとめると以下の通りです。 

特定一般用医薬品等 ：通常の医療費控除の対象として集計 or  セルフメディケーション税制 

治療・療養に必要な医薬品 ：通常の医療費控除の対象として集計 

予防薬など   ：医療費控除の対象ではない 

 

２．今月の税務関連ニュース 

 

今月に官公庁や公的機関から公表された文書を、税目別かつ公表者別にまとめました。 

 

なお、内容には細心の注意を払っておりますが、公表文書の網羅性を保証するものではありませんので、予

めご承知おきください。 

 

なお、特に注目していただきたい項目を黄色のマーカーで示してあります。 
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内容 公表者 

法人税等 

  コネクテッド・インダストリーズ税制（ＩｏＴ税制）サイトの更新 

経済産業省 

消費税等   

  
登録国外事業者名簿（国境を越えた役務の提供に係る消費税の課税の見直し関

係）（平成３０年１２月２７日現在）（更新） 

国税庁 

  

飲食料品の製造業者が発注元から有償又は無償で支給される原材料等を使用して飲

食料品を製造し、発注元へ納品した場合の資産の譲渡等に係る適用税率について（文

書回答事例） 

国税庁 

  
「消費税中間申告書提出についてのお知らせ」から申告書を作成した際に、「想定しない

エラーが発生しました。」と表示された方へ 

国税庁 

  軽減税率対策補助金ホームページの更新 

中小企業庁 

所得税等   

  平成３０年分確定申告特集ページを開設しました  

国税庁 

  生命保険料控除証明書等のオンライン送信について 

国税庁 

  平成３０年分の確定申告書の記載例 

国税庁 

  平成３０年分株式等の譲渡所得等の申告のしかた（記載例） 

国税庁 

  光ディスク等による支払調書の提出が義務化されています（チラシ）を更新 

国税庁 

  関与税理士から損害賠償金を受け取った場合の課税関係について（文書回答事例） 

国税庁 

  公営競技の払戻金の支払を受けた方へ 

国税庁 

  
個人課税課情報第１号「租税特別措置法施行令第１７条及び第３９条の２６の

改正等に伴う肉用牛の売却に係る課税の特例について」 

国税庁 

資産税関係   

  
「教育用財産に対する相続税の非課税制度における幼稚園等事業経営者に係る家事

充当金限度額の認定基準等について」の一部改正について（法令解釈通達） 

国税庁 

  
（平成３０年１月１日以降用）「非上場株式等についての贈与税の納税猶予及び

免除の特例」（特例措置）の適用要件及び提出書類チェックシート 

国税庁 

http://www.meti.go.jp/policy/it_policy/data-katsuyo/iot-zeisei/iot-zeisei.html
http://www.nta.go.jp/publication/pamph/shohi/cross/touroku.pdf
http://www.nta.go.jp/publication/pamph/shohi/cross/touroku.pdf
https://www.nta.go.jp/about/organization/tokyo/bunshokaito/shohi/181207/index.htm
https://www.nta.go.jp/about/organization/tokyo/bunshokaito/shohi/181207/index.htm
https://www.nta.go.jp/about/organization/tokyo/bunshokaito/shohi/181207/index.htm
http://www.e-tax.nta.go.jp/topics/topics_310111.htm
http://www.e-tax.nta.go.jp/topics/topics_310111.htm
http://kzt-hojo.jp/
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/shinkoku/tokushu/index.htm
http://www.e-tax.nta.go.jp/topics/topics_310104_koujyo.htm
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/shinkoku/kisairei/2018/index.htm
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/shinkoku/tebiki/2018/kisairei/kabushiki/index.htm
https://www.nta.go.jp/publication/pamph/hotei/hikari_gimu.pdf
https://www.nta.go.jp/about/organization/tokyo/bunshokaito/shotoku/181207/index.htm
https://www.nta.go.jp/publication/pamph/shotoku/kakuteishinkokukankei/koueikyougi/index.htm
https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/shotoku/shinkoku/h31/001/index.htm
https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/shotoku/shinkoku/h31/001/index.htm
https://www.nta.go.jp/law/tsutatsu/kobetsu/sozoku/kaisei/181222/01.htm
https://www.nta.go.jp/law/tsutatsu/kobetsu/sozoku/kaisei/181222/01.htm
https://www.nta.go.jp/taxes/tetsuzuki/shinsei/shinkoku/zoyo/yoshiki2018/01.htm
https://www.nta.go.jp/taxes/tetsuzuki/shinsei/shinkoku/zoyo/yoshiki2018/01.htm
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内容 公表者 

  
（平成３０年１月１日以降用）「非上場株式等についての贈与税の納税猶予及び

免除」（一般措置）の適用要件及び提出書類チェックシート 

国税庁 

  
相続税・贈与税の延納の手引（平成１８年４月１日以後 相続開始分・平成１９

年１月１日以後 贈与分） 

国税庁 

  相続税の物納の手引（手続編）（平成１８年４月１日以後 相続開始分） 

国税庁 

  相続税の物納の手引（整備編）（平成１８年４月１日以後 相続開始分） 

国税庁 

  

老人ホームに入居中に自宅を相続した場合の小規模宅地等についての相続税の課税

価格の計算の特例（租税特別措置法第６９条の４）の適用について（文書回答事

例） 

国税庁 

国際課税   

  
非居住者に係る金融口座情報の自動的交換のための報告制度（ＦＡＱ（報告事項

の提供））を更新 

国税庁 

  ＣＲＳに基づく自動的情報交換の「報告対象国」一覧表（更新） 

国税庁 

  ＢＥＰＳ防止措置実施条約が適用される租税条約が増えます 

財務省 

地方税   

  ｅ－Ｔａｘ・作成コーナーヘルプデスク電話混雑予想 

国税庁 

  「平成３１年度地方税制改正等に関する地方財政審議会意見」（官庁報告）  

総務省 

  
給与支払報告書、公的年金等支払報告書及び源泉徴収票の電子的提出の一元化

について（更新） 

地方税電子

化協議会 

  平成３１年１月のヘルプデスクの時間延長及び休日対応について 

地方税電子

化協議会 

  ふるさと納税をされた方のための確定申告書作成の手引き 

地方税電子

化協議会 

税制全般その他   

  
所得税や消費税の申告等に係る情報などがマイナポータルからも確認できるようになりまし

た。 

国税庁 

  ダイレクト納付を利用した予納の開始について 

国税庁 

  申告に関するお知らせのメッセージボックス格納時期について  

国税庁 

  ＱＲコードを利用したコンビニ納付手続を導入しました。 

国税庁 

  ｅ－Ｔａｘの平成３０年度税制改正等に係る対応等について 

国税庁 

https://www.nta.go.jp/taxes/tetsuzuki/shinsei/shinkoku/zoyo/yoshiki2018/pdf/041.pdf
https://www.nta.go.jp/taxes/tetsuzuki/shinsei/shinkoku/zoyo/yoshiki2018/pdf/041.pdf
https://www.nta.go.jp/taxes/nozei/enno-butsuno/pdf/3001tebiki01.pdf
https://www.nta.go.jp/taxes/nozei/enno-butsuno/pdf/3001tebiki01.pdf
https://www.nta.go.jp/taxes/nozei/enno-butsuno/pdf/3001tebiki02.pdf
https://www.nta.go.jp/taxes/nozei/enno-butsuno/pdf/3001tebiki03.pdf
https://www.nta.go.jp/about/organization/tokyo/bunshokaito/souzoku/181207/index.htm
https://www.nta.go.jp/about/organization/tokyo/bunshokaito/souzoku/181207/index.htm
https://www.nta.go.jp/about/organization/tokyo/bunshokaito/souzoku/181207/index.htm
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/kokusai/crs/pdf/faqteikyo.pdf
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/kokusai/crs/pdf/faqteikyo.pdf
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/kokusai/crs/pdf/crs_country.pdf
https://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/international/tax_convention/press_release/20180111mli.htm
http://www.e-tax.nta.go.jp/toiawase/toiawase2.htm#Link2
http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01zeimu02_02000204.html
http://www.eltax.jp/www/contents/1543476154889/index.html
http://www.eltax.jp/www/contents/1543476154889/index.html
http://www.eltax.jp/www/contents/1545962661265/index.html
http://www.eltax.jp/www/contents/1545879430534/index.html
http://www.e-tax.nta.go.jp/topics/topics_310104_mynaportal.htm
http://www.e-tax.nta.go.jp/topics/topics_310104_mynaportal.htm
https://www.nta.go.jp/taxes/nozei/nofu/yonoukaishi.htm
http://www.e-tax.nta.go.jp/topics/topics_310104_messagebox_jiki.htm
https://www.nta.go.jp/taxes/nozei/nofu/conveni_qr_nofu/index.htm
http://www.e-tax.nta.go.jp/topics/topics_310104_zeikai.htm
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内容 公表者 

  平成３１年１月４日から開始するｅ－Ｔａｘの主な利便性向上施策等について  

国税庁 

  番号制度概要に関するＦＡＱ（更新） 

国税庁 

  マイナポータルからｅ－Ｔａｘをご利用の方へ 

国税庁 

  平成３０年分民間給与実態統計調査の対象となられた事業所の皆様へ 

国税庁 

  平成２９年度統計年報「２直接税申告所得税」 

国税庁 

  
「平成２４～２８年度統計年報（２直接税「申告所得税」）」及び「平成２４～２

８年分申告所得税標本調査結果」を更新 

国税庁 

  「租税特別措置法第４０条の規定による承認申請書」の記載のしかた 

国税庁 

  中小企業庁 予算・税制ＰＲ資料の更新 

中小企業庁 

  
特定の学資としての資金の貸付けに係る消費貸借契約書の印紙税の非課税措置（更

新） 

文部科学省 

 

３．当事務所 Web サイト掲載ナレッジ情報 

 

ナレッジ一覧はこちら 

 

以上 

 
 

http://www.e-tax.nta.go.jp/topics/topics_310104_riben.htm
https://www.nta.go.jp/taxes/tetsuzuki/mynumberinfo/FAQ/index.htm
http://www.e-tax.nta.go.jp/topics/topics_310107.htm
https://www.nta.go.jp/publication/statistics/kokuzeicho/h30minkyu/index.htm
https://www.nta.go.jp/publication/statistics/kokuzeicho/shinkoku2017/shinkoku.htm
https://www.nta.go.jp/publication/statistics/kokuzeicho/tokei.htm
https://www.nta.go.jp/publication/statistics/kokuzeicho/tokei.htm
https://www.nta.go.jp/publication/pamph/joto-sanrin/7402/01.htm
http://www.chusho.meti.go.jp/koukai/yosan/index.html
http://www.mext.go.jp/a_menu/kaikei/zeisei/1372252.htm
http://www.mext.go.jp/a_menu/kaikei/zeisei/1372252.htm
https://amano-cpa.com/knowledge

